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統計データの二次的利用の概要

１

調査票情報

匿名データ

オーダーメード集計

 学術研究の発展に資すると認められる場合
 高等教育の発展に資すると認められる場合
 国際社会における我が国の利益の増進及び国際経済社会の健全な発展に資すると認められる場合

利
用
目
的

 学術研究の発展に資すると認められる場合
 高等教育の発展に資すると認められる場合

利用
目的

 調査を実施した各府省（調査実施者）が利用

 国の行政機関、都道府県、市区町村、独立行政法人等の公的機関（調査実施者以外）に提供

統計法32条
公
的
機
関

統計法33条第１号

 公的機関が他者に委託し、又は他者と共同して行う調査研究
 公的機関が公募により費用を補助する調査研究
 行政機関又は地方公共団体その他の執行機関が、政策の企画、立案、実施又は評価に有用であると認

める統計の作成等その他特別な事由があると認める統計の作成等

統計法33条第２号の利用要件

研
究
者

一般用ミクロデータ

 計量（度数及び数量（平均、標準偏差等））に基づく集計表を作成、公表したのち、 その統計量
に基づき乱数を発生させて作成した、擬似ミクロデータ

作成
方法



調査票情報の提供等の概要

 統計法第32条に基づき、統計の作成、統計的研究及び名簿の作成を行うため、調査を実施した
各府省が調査票情報を利用

 統計法第33条第１号に基づき、統計の作成、統計的研究及び名簿の作成を行うため、国の行政
機関、都道府県、市区町村、独立行政法人等の公的機関に調査票情報を提供

 統計法第33条第２号に基づき、統計の作成、統計的研究を行うため、第１号と同等の公益性が
認められた（研究）者に調査票情報を提供

【これまでの経緯】
・平成21年４月 統計法の改正により、旧法における目的外使用の規定を引き継ぐものとして、

調査票情報の提供を開始

提供等の概要

２

調査票情報
各府省

（調査実施者）
国勢調査
住宅・土地統計調査
労働力調査
就業構造基本調査
社会生活基本調査
経済センサス-基礎調査
経済センサス-活動調査
個人企業経済調査
サービス産業動向調査
科学技術研究調査
家計調査
家計消費状況調査
全国消費実態調査 等

統計調査
の実施

統計の作成

統計的研究

公益性が認められた
（研究）者

統計の作成

統計的研究

日本銀行

地方公共団体

公的機関

研究者

各府省
（調査実施者以外）

独立行政法人 等

統計法32条

統計法33条第１号

統計法33条第２号

（３２件）

（５１９件）

（５９件）
※ 上記カッコ内は、総務省統計局所管統計調査の平成28年度提供実績



オンサイト利用について

３

データの持ち出しができない仕組みや作業内容の監視システムなど、高度な情
報安全性を備えることにより、その場所限りで機密性の高いデータの利活用を
可能とする施設

（イメージ例）

● 外部にある仮想PCを遠隔操作。画面は見られるが、
データは取り出せない。

●設置されたオンサイトPCのハードディスクやUSB
メモリなどの記憶装置は、使用できない。

仮想PCの
画面だけを転送

オンサイトPC

専用回線による
接続

仮想PC

オンサイト施設

仮想PCサーバ ミクロデータ等

ミクロデータは
外には転送されない



オンサイト利用の流れ（イメージ）

４

研究室等

専用線

中央データ管理施設
（データセンター）

オンサイト施設
中央データ管理施設
（運用管理施設）

利用登録・データ登録

管理者

調査票情報を用いて研究・分析

利用者PC

シンクライアント
監視カメラ

利用者

審査結果通知

承認 所管府省

日本全国の大学・研究
機関等の学術情報基盤
として、国立情報学研
究所（NII）が構築、運
用している情報通信ネ
ットワーク

審査結果通知

承諾

利用審査

提供審査

調査票情報利用申出1

利用許可通知5

分析結果等の提供依頼8

分析結果等の送付

※学術研究目的で利用可能

DBサーバ
認証サーバ等 仮想PCサーバ

ファイルサーバ

調査票情報を格納6

● 入退館システム
● 24時間警備

● 耐震・免震

● 複数系統電源・複数通信回線引き込み
● 無停電電源装置（冗長化）
● 自家発電装置等（冗長化）など

厳重なセキュリティが確保された民間のデータセンター

研究・分析結果
レポート等の取り出し

2 3

4

7

9 10

111２

6

9

イメージ

SINET

法令との
適合性

秘匿性

情 報

情 報



今後の整備スケジュール(想定）

 オンサイト利用の試行運用（一橋大学、神戸大学、滋賀大学、情報・システム研究機構）
 統計センターを中央データ管理施設の管理者とし、利用者との窓口や提供に係る事務を開始
 総務省統計局の実施する統計調査の調査票情報を提供予定

平成29年度

 オンサイト施設を段階的に拡大
 ユーザーニーズを把握し、利用可能な調査票情報を拡充
 リモートアクセス（プログラム送付型集計・分析）に係る利用の試行

平成30年度〜

オンサイト利用ＰＣ

入退室管理システム

５



匿名データの概要

６

 統計法第35条に基づき、統計委員会に意見を聴き、調査票情報を加工して、匿名データを作成

 統計法第36条に基づき、学術研究の発展に資すると認める場合に提供
統計法施行規則第15条により、以下に掲げる場合であって、統計の作成等のみへの使用、

本来目的に供することを直接の目的とすること、成果の公表及び適正管理に必要な措置を要件
○ 学術研究の発展に資すると認められる場合
○ 高等教育の発展に資すると認められる場合
○ 国際社会における我が国の利益の増進及び国際経済社会の健全な発展に資すると認められる場合

【これまでの経緯】
・平成21年４月 統計法の改正により、新たに匿名データの作成及び提供を開始
【課題】
・早期に匿名データを提供するため、データの検証及び手続きの効率化
・一般の人も利用できる匿名データ（PUF：Public Use File）の作成及び提供
⇒撹乱的手法を適切に適用し、秘匿性を高めた匿名データの作成について検討

提供の概要

作成の概要

平成26年度 平成27年度 平成28年度

国勢調査 ４ １ ２

住宅・土地統計調査 ２ ２ １

労働力調査 ２ ５ ３

就業構造基本調査 ６ １０ ６

社会生活基本調査 １３ １１ １１

全国消費実態調査 １４ ９ １４

総務省統計局所管の統計調査における匿名データの提供件数



オーダーメード集計の概要

 統計法第34条に基づき、学術研究の発展に資すると認める場合等、一般からの委託に応じ、その行っ
た統計調査に係る調査票情報を利用して、統計の作成等を作成し、提供

 学術研究の発展に資すると認められる場合
統計法施行規則第10条により、以下に掲げる場合であって、本来目的に供することを

直接の目的とすること及び成果の公表を要件
○ 学術研究の発展に資すると認められる場合
○ 高等教育の発展に資すると認められる場合

【これまでの経緯】
・平成21年４月 統計法の改正により、あらたにオーダーメード集計の提供を開始
・平成28年４月 統計法施行規則を改正し、利用目的を緩和

（学術研究の発展に資すると認められれば、営利目的であっても利用可能とした）

※ 総務省統計局所管の統計調査オーダーメード集計に係る事務は、（独）統計センターに委託している。

提供等の概要

７

平成26年度 平成27年度 平成28年度

国勢調査 ９ ７ ７

住宅・土地統計調査 ３ ３ １

労働力調査 ０ ０ ２

就業構造基本調査 ６ ３ １

社会生活基本調査 ３ １ １

全国消費実態調査 ０ １ ０

総務省統計局所管の主な統計調査におけるオーダーメード集計の提供件数
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